
平成 16 年 11 月期 第１四半期財務・業績の概況（連結）        平成 16 年４月８日 
上場会社名   デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社   コード番号 ： 4281 S 大証 ヘラクレス市場      

（ＵＲＬ http://www.dac.co.jp/ ）                          

問 合 せ 先 代表者役職・氏名 代表取締役社長  矢嶋 弘毅           TEL(03)5766-0645（代表） 

責任者役職・氏名  財務経理部長  遠藤 満喜                     

 

１． 四半期財務・業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法の最近連結会計年度における 

認識の方法との相違の有無           ： 無 

② 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況     ： 有 

連 結（新規） －社   （除外） －社 

持分法（新規） －社   （除外） １社 

③ 公認会計士又は監査法人による関与の有無    ： 有  

当第１四半期に係る数値については、あずさ監査法人により、監査委員会研究報告第９号に準じた手続きの実施を 

受けておりますが、報告書は受領しておりません。 

 

２． 平成 16 年 11 月期第１四半期の財務・業績概況（平成 15 年 12 月 1 日～平成 16 年２月 29 日） 

(1) 経営成績（連結）の進捗状況                          （百万円未満切捨） 
 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

四半期(当期) 
純 利 益 

 

16 年 11 月期第１四半期 

15 年 11 月期第１四半期 

   百万円  ％ 

3,060  (  72.4) 

1,775  (  －  ) 

 百万円  ％   

155   ( 730.2) 

18   (  －  ) 

 百万円  ％   

174  ( 594.4) 

   25  (  －  ) 

 百万円  ％   

89  ( 307.8) 

   22  (  －  ) 

（参考）15 年 11 月期 10,267 376 404 281 

 

 

 

１ 株 当 た り 

四半期(当期)純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期 

(当 期 )純 利 益 

 

16 年 11 月期第１四半期 

15 年 11 月期第１四半期 

円  銭

379  06 

92 67 

円  銭

368  72 

92 21 

（参考）15 年 11 月期 1,100 38 1,078 72 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を記載しております。なお、当社は前連結会計年

度が連結初年度であるため 15 年度 11 月期第１四半期の対前年同期増減率を記載しておりません。 

 

[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等] 

当第 1四半期（平成 15 年 12 月１日～平成 16 年２月 29 日）における当社グループの業績は、売上高 3,060 百万円（前

年同期比 72.4％増）、経常利益 174 百万円（前年同期比 594.4％増）となり、売上・利益共に前年を大幅に上回ることが

できました。売上高をサービス別に見ますと、主力のメディアサービス（インターネット（PC・モバイル）等デジタルネ

ットワーク上の広告枠の仕入と販売を行うサービス）が、ブロードバンド回線利用者数の増大（2003 年年間で 583 万人

増加し、12 月末で 1,364 万人に達した）に伴い拡大したインターネット広告市場の追い風のもと、前年同期比 73.4％増

の 2,954 百万円となりました。また、テクノロジーサービス（デジタル広告関連の最新テクノロジーを供給・販売するサ

ービス）は 63 百万円（前年同期比 91.1％増）、オペレーションサービス（広告取引の一連の流れをオンライン web 上で

実現するサービス及び広告会社各社が自ら対応していたオペレーション業務を一括受託し対応するサービス）は 41 百万

円（前年同期比 19.2％増）となりました。 
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(2) 財政状態（連結）の変動状況                               

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

16 年 11 月期第１四半期 

15 年 11 月期第１四半期 

  百万円

8,079 

7,209 

  百万円

6,319 

5,941 

     ％ 

78.2 

82.4 

  円  銭

26,622   72 

24,953  43 

（参考）15 年 11 月期 8,024 6,168 76.9 25,902   94 

 

[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等] 

当第１四半期における総資産は 8,079 百万円となり、前連結会計年度に比べ 55 百万円の増加となりました。この主な

内容は、投資有価証券 398 百万円を有価証券に振り替えたことに伴い、投資その他の資産が 199 百万円減少したものの、

現金及び預金 219 百万円及び有価証券 100 百万円の増加により、流動資産が 260 百万円増加したことによるものでありま

す。 

 負債につきましては前連結会計年度に比べ 94 百万円減少いたしました。この主な内容は、繰延税金負債 73 百万円が増

加したものの、買掛金 128 百万円及び消費税の納付に伴う未払消費税等 60 百万円の減少によるものであります。 

 

３． 平成 16 年 11 月期の連結業績予想（平成 15 年 12 月１日～平成 16 年 11 月 30 日） 

当企業集団は通期の業績予想につきまして開示しない方針であります。 

 

４． 取引先別の売上高の内訳 

（単位：千円未満切捨、％） 

16 年 11 月期第１四半期 15 年 11 月期第１四半期 （参考）15 年 11 月期  

金額 構成比 

対前年同 

期増減率 金額 構成比 金額 構成比 

㈱博報堂    (注) － － － 612,887 34.5 3,824,946 37.3

㈱博報堂ＤＹメディア 

パートナーズ  (注) 
1,390,720 45.5 － － － － －

㈱アサツーディ・ケイ 454,200 14.8 85.0 245,497 13.8 1,717,987 16.7

その他 1,215,219 39.7 32.5 917,122 51.7 4,724,969 46.0

合計 3,060,141 100.0 72.4 1,775,506 100.0 10,267,903 100.0

(注) ㈱博報堂、㈱大広及び㈱読売広告社の経営統合により、３社のメディア機能を統合して平成 15 年 12 月１日付

で㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズを設立したことに伴い、同社が当社の主要な取引先となっております。 
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５． 四半期連結財務諸表 

(1) 四半期連結貸借対照表 
                                  (単位：千円) 

当第１四半期連結会計期間末 

(平成16年２月29日現在) 

前第１四半期連結会計期間末 

(平成15年２月28日現在) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成15年11月30日現在) 科      目 

金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

(資 産 の 部         )  
% %

 
%

Ⅰ 流 動 資 産    

1. 現 金 及 び 預 金 ※2  2,197,833 2,439,495  1,978,623

2. 売 掛 金   1,326,337 796,145  1,378,501

3. 有 価 証 券   2,815,634 2,135,288  2,715,432

4. そ の 他   54,064 69,754  60,644

貸 倒 引 当 金   △5,382 △2,428  △5,604

流 動 資 産 合 計   6,388,486 79.0 5,438,255 75.4  6,127,597 76.4

Ⅱ 固 定 資 産    

1. 有 形 固 定 資 産 ※1  77,716 1.0 86,732 1.2  75,066 0.9

2. 無 形 固 定 資 産    

(1) 連 結 調 整 勘 定  － 31,739 － 

(2) そ の 他  105,114 105,114 1.3 151,053 182,792 2.6 113,500 113,500 1.4

3. 投資その他の資産    

(1) 投 資 有 価 証 券  1,359,909 1,335,647 1,579,011 

(2) そ の 他  152,604 171,843 132,757 

貸 倒 引 当 金  △3,900 1,508,614 18.7 △5,673 1,501,816 20.8 △3,909 1,707,860 21.3

固 定 資 産 合 計   1,691,445 21.0 1,771,341 24.6  1,896,427 23.6

資 産 合 計   8,079,932 100.0 7,209,597 100.0  8,024,025 100.0
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(単位：千円) 

当第１四半期連結会計期間末 

(平成16年２月29日現在) 

前第１四半期連結会計期間末 

(平成15年２月28日現在) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成15年11月30日現在) 科      目 

金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

(負 債 の 部         )  
% % 

 
%

Ⅰ 流 動 負 債     

1. 買 掛 金 ※2  1,368,639 1,054,155   1,497,433

2. 未 払 金   86,529 53,225   95,127

3. 未 払 法 人 税 等   93,216 1,452   90,260

4. 新 株 引 受 権   3,578 3,703   3,578

5. そ の 他   74,812 46,010   112,280

流 動 負 債 合 計   1,626,775 20.1 1,158,548 16.1  1,798,678 22.4

Ⅱ 固 定 負 債     

1. 退職給付引当金   13,567 7,237   11,930

2. 役員退職慰労引当金   46,360 18,817   44,601

3. 繰 延 税 金 負 債   73,554 －   －

固 定 負 債 合 計   133,482 1.7 26,054 0.3  56,531 0.7

負 債 合 計   1,760,258 21.8 1,184,602 16.4  1,855,210 23.1

(少 数 株 主 持 分         )    

少 数 株 主 持 分   － － 83,383 1.2  － －

(資 本 の 部         )    

Ⅰ 資 本 金   3,253,470 40.2 3,247,291 45.0  3,253,470 40.6

Ⅱ 資 本 剰 余 金   2,690,485 33.3 2,684,180 37.2  2,690,485 33.5

Ⅲ 利 益 剰 余 金   320,913 4.0 21,031 0.3  280,695 3.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金   144,603 1.8 △10,892 △0.1  33,963 0.4

Ⅴ 自 己 株 式   △89,800 △1.1 － －  △89,800 △1.1

資 本 合 計   6,319,673 78.2 5,941,611 82.4  6,168,815 76.9

負債、少数株主持分及び資本合計   8,079,932 100.0 7,209,597 100.0  8,024,025 100.0
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(2) 四半期連結損益計算書          
(単位：千円) 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 科      目 

金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比

  % %  %

Ⅰ    売 上 高   3,060,141 100.0 1,775,506 100.0  10,267,903 100.0

Ⅱ  売 上 原 価   2,592,121 84.7 1,486,601 83.7  8,700,544 84.7

  売 上 総 利 益   468,019 15.3 288,904 16.3  1,567,359 15.3

Ⅲ  販売費及び一般管理費   312,823 10.2 270,210 15.2  1,191,141 11.6

営 業 利 益   155,196 5.1 18,694 1.1  376,217 3.7

Ⅳ  営 業 外 収 益     

 1.  受 取 利 息  8,781 6,025  33,388 

 2.  投資有価証券評価差額  8,805 4,050  － 

 3.  そ の 他  1,604 19,191 0.6 379 10,454 0.5 2,423 35,812 0.3

Ⅴ  営 業 外 費 用     

 1.  持分法による投資損失  － 3,467  4,851 

 2.  そ の 他  107 107 0.0 584 4,051 0.2 2,573 7,425 0.1

  経 常 利 益   174,280 5.7 25,097 1.4  404,604 3.9

Ⅵ  特 別 利 益     

 1.  貸倒引当金戻入益  230 －  － 

 2. 持 分 変 動 差 益  － 230 0.0 － － － 6,128 6,128 0.1

Ⅶ  特 別 損 失     

 1.  固 定 資 産 除 却 損 ※1 － 102  16,981 

 2.  そ の 他  － － － － 102 0.0 4,795 21,777 0.2

  税金等調整前四半期（当期）純利益   174,511 5.7 24,994 1.4  388,956 3.8

  法人税、住民税及び事業税  97,512 1,452  98,917 

  法 人 税 等 調 整 額  △12,981 84,530 2.8 － 1,452 0.1 8,162 107,079 1.1

  少数株主利益（控除）   － － 1,476 0.1  147 0.0

  四半期（当期）純利益   89,981 2.9 22,065 1.2  281,729 2.7
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(3) 四半期連結剰余金計算書 
 (単位：千円) 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 科      目 

金     額 金     額 金     額 

    

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）    

Ⅰ    資 本 剰 余 金 期 首 残 高  2,690,485 3,148,690  3,148,690

Ⅱ  資 本 剰 余 金 増 加 高    

1. 新株引受権の行使による増加  － － － － 6,305 6,305

Ⅲ  資 本 剰 余 金 減 少 高    

1. 利 益 剰 余 金 へ の 振 替 高  － － 464,509 464,509 464,509 464,509

Ⅳ  資本剰余金四半期末（期末）残高  2,690,485 2,684,180  2,690,485

    

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）    

Ⅰ    利 益 剰 余 金 期 首 残 高  280,695 △465,544  △465,544

Ⅱ  利 益 剰 余 金 増 加 高    

1. 資本剰余金からの振替額  － 464,509  464,509 

2. 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益  89,981 89,981 22,065 486,575 281,729 746,239

Ⅲ  利 益 剰 余 金 減 少 高    

1. 持分法適用除外による減少高  1,277 －  － 

2. 配 当 金  28,485 －  － 

3. 役 員 賞 与  20,000 49,762 － － － －

Ⅲ  利益剰余金四半期末（期末）残高  320,913 21,031  280,695
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項     目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 

1. 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数  １社 

(2) 連結子会社の名称 

株式会社スパイスボックス

(注) 株式会社スパイスボッ

クは平成15年12月15日に

株式会社アド・マーケッ

トプレイスから名称変更

をしております。 

(3) 主要な非連結子会社の名称等 

  非連結子会社の名称 

  有限会社デジタル・アド・

テック 

 (連結の範囲から除いた理由)

  非連結子会社は、小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、

四半期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも四半期

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためでありま

す。 

 

当社は、当四半期連結会計期

間の期首をみなし取得日として

株式会社アド・マーケットプレ

イスの株式を追加取得し、子会

社としたことに伴い、当四半期

連結会計期間より連結財務諸表

を作成しております。 

(1) 連結子会社の数  １社 

(2) 連結子会社の名称 

株式会社アド・マーケット

プレイス   

(3) 主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

有限会社デジタル・アド・

テック 

 (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、

四半期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも四半期連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

当社は、当連結会計年度の期

首をみなし取得日として株式会

社アド・マーケットプレイスの

株式を追加取得し、子会社とし

たことに伴い、当連結会計年度

より連結財務諸表を作成してお

ります。 

(1) 連結子会社の数  １社 

(2) 連結子会社の名称 

株式会社アド・マーケット

プレイス   

(3) 主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

有限会社デジタル・アド・

テック 

 (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

 

2. 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の関連会社の数

 －社

(2)          

 

 

(3) 持分法を適用しない非連結

子会社 

  有限会社デジタル・アド・

テック 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、四半期

連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

(4) 株式会社アドソリューショ

ンエックスは平成15年12月１

日に株式会社ビデオリサーチ

ネットコムと合併したことに

に伴い、同社は当社の関連会社

とならなくなったため、持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 

 

(1) 持分法適用の関連会社の数

１社

(2) 会社名 

  株式会社アドソリューショ

ンエックス   

(3) 持分法を適用しない非連結

子会社 

  有限会社デジタル・アド・

テック 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、四半

期連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

           

(1) 持分法適用の関連会社の数

１社

(2) 会社名 

  株式会社アドソリューショ

ンエックス   

(3) 持分法を適用しない非連結

子会社 

  有限会社デジタル・アド・

テック 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、重要性

がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 
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項     目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 

3. 連結子会社の四半

期決算日等に関す

る事項 

連結子会社の株式会社スパイ

スボックスの第１四半期決算日

は12月31日であります。四半期

連結財務諸表の作成にあたって

は、同四半期決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、同四半期決算日から四半期

連結決算日までの期間に重要な

取引が生じた場合には、連結上、

必要な調整を行うこととしてお

ります。 

 

連結子会社の株式会社アド・

マーケットプレイスの第１四半

期決算日は12月31日でありま

す。四半期連結財務諸表の作成

にあたっては、同四半期決算日

現在の財務諸表を使用しており

ます。ただし、同四半期決算日

から四半期連結決算日までの期

間に重要な取引が生じた場合に

は、連結上、必要な調整を行う

こととしております。 

連結子会社の株式会社アド・

マーケットプレイスの決算日は

９月30日であります。連結財務

諸表の作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、同決算日か

ら連結決算日までの期間に重要

な取引が生じた場合には、連結

上、必要な調整を行うこととし

ております。 

4. 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

 

 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法を採用しており

ます。 

 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

当第1四半期末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）を

採用しております。 

なお、組込デリバティブ

を区分して測定することが

できない複合金融商品は、

全体を時価評価し、評価差

額を当期の損益に計上して

おります。 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 

 

 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 同 左 

 

 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同 左 

 

 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 同 左 

 

 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定）を採用

しております。 

なお、組込デリバティブ

を区分して測定することが

できない複合金融商品は、

全体を時価評価し、評価差

額を当期の損益に計上して

おります。 

 

時価のないもの 

同 左 
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項     目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

方法 

① 有形固定資産 

当社及び連結子会社は定

率法（ただし、建物（附属設

備は除く）については定額法）

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  建  物  10～15年 

  器具備品  ３～20年 

 

② 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア

については、社内における見

込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

 

① 有形固定資産 

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  建  物  ３～15年 

  器具備品  ４～15年 

 

 

 

 

② 無形固定資産 

同 左 

① 有形固定資産 

当社及び連結子会社は定

率法（ただし、建物（附属設

備は除く）については定額法）

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  建  物  ３～15年 

  器具備品  ４～15年 

 

② 無形固定資産 

同 左 

 

(3) 重要な引当金の

計上基準 

 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に

備えるため、当社及び連結子

会社は一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

② 退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付

に備えるため、当第1四半期

末における退職給付債務の

見込額に基づき計上してお

ります。 

 

③ 役員退職慰労引当金 

当社の役員の退職金支給に

備えるため、会社内規により

算出した第1四半期末要支給

額を計上しております。 

 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

 

② 退職給付引当金 

同 左 

 

 

 

 

 

③ 役員退職慰労引当金 

同 左 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に

備えるため、当社及び連結子

会社は一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

② 退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上して

おります。 

 

③ 役員退職慰労引当金 

同 左 

(4) 外貨建資産及び

負債の本邦通貨

への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、第１

四半期決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

 

 同 左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

(5) 収益及び費用の

計上基準 

 

インターネット広告取扱高、

インターネット広告媒体原価及

び広告代理店売上原価をそれぞ

れ両建計上し、契約金額を広告

掲載期間における日数で按分

し、売上高を計上しております。

 

 同 左 同 左 

 9



 

項     目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 

(6) 重要なリース取

引の処理方法 

 

 

 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 

 同 左 同 左 

(7) その他四半期連

結財務諸表（連結

財務諸表）作成の

ための基本とな

る重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税

抜き方式によっております。

 

 消費税等の会計処理 

同 左 

 消費税等の会計処理 

同 左 

5. 連結調整勘定の償

却に関する事項 

           

 

連結調整勘定の償却について

は、５年間の均等償却を行って

おります。 

 

 連結調整勘定の償却について

は、５年間の均等償却を行って

おります。 

なお、当連結会計年度におい

て子会社株式に対する評価損を

計上し、連結調整勘定を一括償

却しております。 

 

 
 

追 加 情 報 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 

              

 

             （役員退職慰労引当金について） 

 平成15年６月１日付で役員退任慰労金

規程を改訂いたしました。改訂前の役員

退任慰労金規程を継続した場合と比較し

て、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益がそれぞれ4,191千円減少

しております。 
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注 記 事 項          

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
当第１四半期連結会計期間末 

(平成16年２月29日現在) 

前第１四半期連結会計期間末 

(平成15年２月28日現在) 

前連結会計年度 

(平成15年11月30日現在) 

※ 1 有形固定資産の減価償却累計額 

 82,927千円 

※ 1 有形固定資産の減価償却累計額 

 78,190千円
 

※ 1 有形固定資産の減価償却累計額 

 78,307千円
 

※ 2 担保資産及び担保付債務 

担保に提供している資産は次の

とおりであります。 

定期預金 4,000千円 

 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

買掛金 22,859千円 
 

※ 2 担保資産及び担保付債務 

担保に提供している資産は次の

とおりであります。 

定期預金 4,000千円

 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

買掛金 81,480千円
 

※ 2 担保資産及び担保付債務 

担保に提供している資産は次の

とおりであります。 

定期預金 4,000千円

 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

買掛金 36,382千円
 

 
(四半期連結損益計算書関係) 

 
当第１四半期連結会計期間 

(自 平成15年12月１日
至 平成16年２月29日) 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年２月28日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年11月30日) 

※ 1           

 

※ 1 固定資産除却損の内訳 

建物附属設備 102千円

合 計 102千円
 

※ 1 固定資産除却損の内訳 

建物附属設備 102千円

器 具 備 品 2,437千円

ソフトウェア 12,923千円

そ の 他 1,517千円

合 計 16,981千円
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